
名称 　解説 評価 算定方式

形式収支
当該年度中に収入された
現金と支出された現金の
差

黒字、赤字決算の表示 歳入決算総額　－　歳出決算総額

実質収支
実質的な純剰余金または
純損失金である。

標準財政規模の３％～５％程
度が望ましい。

形式収支　－　翌年度へ繰り越すべき財源

単年度収支
実質的な純剰余金等を前
年度と比較したものであ
る。

赤字の場合は要注意である。 当該年度実質収支　－　前年度実質収支

実質単年度収支

歳出に含まれている基金
積立金等また歳入に含ま
れている基金取崩し額が
仮になかった場合の単年
度収支がどうであったかを
みるためのもの。

単年度収支に現れてこない黒
字要素、赤字要素が含まれて
いる。

単年度収支＋財調基金積立金＋地方債繰上償還
金－財調基金取崩し額

標準税収入額
地方交付税の算定基礎に
より算出する。

（基準財政収入額　－　地方譲与税）　×　100/75
＋　地方譲与税

標準財政収入額
地方交付税の算定基礎に
より算出する。

(基準財政収入額　－　地方譲与税）　×　1.3333

標準財政規模
一般財源ベースでの標準
的な財政規模を表す。

標準税収入額　＋　普通交付税

財政力指数
一般的にその団体の財政
力を測るものである。

1.00以上　財政が豊かである
1.00未満　1.00に近い程よい

次の算式で求めた数値の３年平均（単純平均）
基準財政収入額/基準財政需要額

実質収支比率
純剰余金等が適正である
かを判断する。

３％～５％　適正である。 実質収支/標準財政規模　×　100

経常一般財源比率

経常的に収入される一般
財源がどれ程あるか、財
政構造の弾力性を判断す
る。

104％以上　　問題なし
100～103 ％　若干問題あり
99％以下　　　問題あり

経常一般財源/標準財政規模 ×　100

経常収支比率 上記と同じ
75％以下　 問題なし
76～84％　 若干問題あり
85％以上　 問題あり

経常経費充当の経常一般財源/経常一般財源の
総額 ×　100

公債費比率
財政構造の健全性を判断
する。

15％超  　　黄信号
20％超 　　 赤信号

(地方債元利償還金充当一般財源－災害復旧費等
にかかる基準財政需要額)/(標準財政規模　－　災
害復旧費等にかかる基準財政需要額) ×１００

起債制限比率

起債借入の適正化と規模
を判断する。なお、指数に
よって起債の許可が制限
される。

20～30％未満
一般単独事業債の制限
30%以上
一般事業に係る起債の制限

次の算式で求めた数値の３年平均（単純平均）
（地方債元利償還金充当一般財源－災害復旧費
等にかかる基準財政需要額－事業費補正により基
準財政需要額に算入された公債費）／（標準財政
規模－災害復旧費等にかかる基準財政需要額－
事業費補正により基準財政需要額に算入された公
債費）　×１００

実質公債費比率

平成１８年度から地方債の
発行が許可制度から協議
制度へ移行したことに伴
い、元利償還金の水準を
計る指標として用いられる
こととなった。これまでの起
債制限比率に公営企業の
元利償還金への一般会計
からの繰出しなどを加味し
て算出する。

1８％以上
地方債の発行に許可が必要
２５％以上
地域活性化事業等の単独事業
に係る地方債が制限される。

次の算式で求めた数値の３年平均（単純平均）
（（地方債の元利償還金＋地方債の元利償還金に
準ずるもの「準元利償還金」）－（元利償還金又は
準元利償還金に充てられる特定財源＋地方債に
係る元利償還に要する経費として普通交付税の額
の算定に用いる基準財政需要額に算入された額及
び準元利償還金に要する経費として普通交付税の
額の算定に用いる基準財政需要額に算入された
額））／（標準財政規模－地方債に係る元利償還に
要する経費として普通交付税の額の算定に用いる
基準財政需要額に算入された額及び準元利償還
金に要する経費として普通交付税の額の算定に用
いる基準財政需要額に算入された額）×１００



○主要財政指標の推移

千円 千円 千円 千円 千円 千円

歳 入 総 額 Ａ 265,962,306 262,672,043 244,580,214 272,578,843 243,348,304 249,281,044

歳 出 総 額 Ｂ 255,338,918 251,936,460 229,607,845 263,765,387 235,657,526 239,796,355

形 式 収 支

　　　　　　　　　　　　   Ａ－Ｂ＝Ｃ

翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 4,028,823 6,633,550 8,726,727 4,186,561 3,161,771 4,620,740

実 質 収 支

                              Ｃ－Ｄ＝Ｅ

単 年 度 収 支

                     Ｅ－前年度Ｅ＝F

積 立 金 Ｇ 1,622,124 944,831 219,854 4,005,999 3,274,407 564,963

繰 上 償 還 金 Ｈ 2,183,320 2,135,900 2,354,600 - - -

積 立 金 と り く ず し 額 Ｉ 4,385 - 9,233,621 1,937,397 3,649,670 565,563

実 質 単 年 度 収 支

                     Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ＝Ｊ

基 準 財 政 需 要 額 117,918,677 114,902,666 111,189,780 110,780,265 108,185,542 118,792,407

基 準 財 政 収 入 額 100,752,595 101,986,757 99,726,703 93,806,404 95,238,943 103,271,363

標 準 財 政 規 模 150,744,644 148,002,878 143,652,661 140,961,272 139,108,525 151,295,372

財 政 力 指 数 0.87 0.86 0.88 0.88 0.88 0.87

実 質 収 支 比 率 4.4% 2.8% 4.3% 3.3% 3.3% 3.2%

経 常 収 支 比 率 75.4% 78.2% 80.0% 81.7% 85.5% 81.1%

公 債 費 比 率 14.6% 15.1% 15.9% 15.9% 17.1% 16.6%

起 債 制 限 比 率 11.8% 12.0% 12.0% 13.0% 12.9% 12.6%

実 質 公 債 費 比 率 - - - - 15.2%

積 立 金 現 在 高 12,437,513 13,382,344 4,368,579 6,437,181 6,061,918 6,061,318

地 方 債 現 在 高 295,822,491 300,187,680 298,914,509 314,043,780 321,868,095 323,818,418

債 務 負 担 行 為 額 22,577,691 23,203,842 33,241,439 27,604,910 20,250,169 33,966,358

注　（１）15年度から17年度の財政力指数、実質収支比率、経常収支比率、公債費比率及び実質公債費比

　 　　 率については、静岡市及び旧蒲原町の数値を加重平均し、その他については静岡市及び旧蒲原町の合

　 　　 算額としてある。

 　 （２）14年度以前の財政力指数、実質収支比率、経常収支比率及び公債費比率については、旧静岡市、旧

　 　　　清水市及び旧蒲原町の数値を加重平均し、その他については旧2市1町の合算額としてある。
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